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核兵器廃絶に向けた要請書


　広島・長崎に原爆が投下されてから81年。今なお、多くの方が原爆の後遺症に苦しみ続けています。現在世界中で12,000発を超える核弾頭が保有されており、人類の未来に重大なリスクをもたらしています。ロシアによるウクライナ侵略の長期化や中東情勢の緊迫化、北朝鮮の弾道ミサイル発射などにより、国際秩序が著しく不安定化し、核の威嚇や軍備増強が進む現状に、私たちは強い危機感を抱いています。

こうした中、5月に開催された第11回ＮＰＴ再検討会議が、各国間の対立により、最終文書を採択できずに閉幕したことは極めて遺憾です。3回連続の不採択はＮＰＴ体制への信頼を大きく損ねるものであり、核兵器保有国の一方的な主張による体制の形骸化や、核軍縮の停滞に深刻な懸念を抱かざるを得ません。核軍縮への取り組みを後退させないために、核兵器保有国は国際社会に真摯に向き合い、核不拡散体制の立て直しを急ぐとともに、核兵器禁止条約の批准に向け、歩み出すべきです。

原爆の記憶が風化しつつある今、すべての国は、人々の平和への願いや思いと真摯に向き合わなければなりません。連合は、原水禁、ＫＡＫＫＩＮとともに524万筆超の署名を国連と日本政府に提出したほか、「平和行動in広島・長崎」等を通じて被爆の実相を共有してきました。今後も国際労働組合総連合（ＩＴＵＣ）等と連携し、核兵器の悲惨さを世界に発信しながら運動を強化していきます。核兵器保有国は、他の保有国や非保有国との対立を避けるべきであり、以下の積極的な取り組みを強く要請します。

記

1． 核兵器廃絶への意志を示し、核兵器禁止条約の批准に向けて歩み出すこと
2． 非核化への具体策や期限、プロセスを明確にすること
３．ＮＰＴ加盟国の拡大と包括的核実験禁止条約の発効に向けて、対話による取り
組みを着実かつ早急に進めること
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